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ベトナム 

森林火災跡地復旧計画プロジェクト 

外部評価者：OPMAC 株式会社 山本 渉 

0. 要旨 

本プロジェクトは、大規模な森林火災により表土が固まった酸性硫酸塩土壌 1にお

いて、過去の技術協力プロジェクト 2の経験に基づき、収益性の高い、エンバンクメン

ト 3によるメラルーカ 4（Melaleuca cajuputi）の植林技術 5を開発し普及していくこと

を目的としたものである。開発政策及び開発ニーズとの整合性は高いが、プロジェク

ト形成時における酸性硫酸塩土壌の環境リスクの検討が不十分であったと考えられ、

妥当性には一部課題があったと判断される。 

メラルーカ加工技術のインパクトは限定的であるものの、エンバンクメントによる

メラルーカ植林は普及・拡大するとともに、現場で試験的に実施したデモンストレー

ション農家（以下、デモ農家という）における生計向上活動がこれら農家の所得に大

きなインパクトを示し、また、森林火災対策も有効に活用されていることから、本プ

ロジェクトの有効性・インパクトは高いと判断される。本プロジェクトの協力期間は

3 年の計画内に収まった。ただ、新規技術開発・移転による人的投入量の増加、及び

計画時に活用を予定していた機材不備による追加投入が発生した結果、事業費が計画

額を上回ったため、効率性は中程度である。カウンターパートであった林業水産公社

は、カマウ省（Ca Mau province）農業農村開発局（以下、DARD という）の政策的支

援を受けつつ、統合・自由化により森林会社となり、体制、財務面で強化されている。

しかし、管理地内に住む入植農民に対する政策課題、及び、発生する酸性水の処理に

関する技術面の課題があるため、発現した効果の持続性には一部課題があると判断さ

れる。 

以上より、本プロジェクトは一部課題があると評価される。 

 

                                                        
1 酸性硫酸塩土壌では、浅海底堆積物中に含まれるパイライト（黄化鉄）と呼ばれる硫黄堆積物が

地下に層を形成しており、この硫黄堆積物が地表に露出することで酸化され、硫酸が溶出し、土壌

が強酸性化する。また、硫黄堆積物を覆う表土には、冠水により有機物が分解せずに蓄積し泥炭を

形成している。大規模な森林火災の後、燃焼による有機分を失った泥炭が固い層を作り、直接植栽

することはできなかったため、植栽のためには固い層を破るような掘り込みを行う必要があった。 
2 メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術開発計画（技協）。1997 年 3 月～2002 年 3 月に実施。 
3 列状の盛り土。本文図 1 参照。 
4 フトモモ科メラルーカ属の樹種。熱帯・亜熱帯に繁殖し、酸性・冠水条件に強い。 
5 育林の障害となる冠水を避けるため、列上の掘り込みと盛り土を交互に組み合わせ、植栽地の地

面を高くする地拵えの方法。本文図 1 参照。 
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1. 案件の概要 

 

  
案件位置図 エンバンクメントのメラルーカ植林 

8 年生 
 

1.1 協力の背景 

ベトナム国の南部カマウ省では、ウミンハ（U Minh Ha）地区 6を中心に 2002 年 3

月に大規模な森林火災が発生し、4,000ha 以上の森林が焼失し、泥炭土壌 7、農地など

への被害が生じた。ベトナム国政府は事態を重視し、2010 年を目標に、特別な財政

措置を図って 2002年 7月より焼失した森林の再生のための植林、焼失地周辺を含む森

林の質的改善と、住民の生計向上対策からなる同地区の森林火災跡地復旧事業に着手

した。しかし、森林の復旧面積の広さに加え、火災抑制効果の高い再造林方法に関す

る知見の欠如や火災対策を複雑にしている地域の貧困状態の影響により、普及事業の

円滑な推進が妨げられていた。そこで、カマウ省とベトナム森林科学研究所南部支所

（以下、VAFS という）は、ウミンハ地区における植林事業にあたり、国際協力機構

（JICA）による技術協力プロジェクト「メコンデルタ（Mekong Delta）酸性硫酸塩土

壌造林技術開発計画（1997 年 3 月～2000 年 3 月）」において開発された酸性硫酸塩土

壌に適した造林技術の一部を採用し、森林火災跡地の再造林を実施した。しかし、通

常の酸性硫酸塩土壌とは異なる火災跡地の土壌条件（泥炭土壌が焼失した後の粘土質

土壌）への当該技術の応用ノウハウの不足、植林事業の実施主体である林業水産公社 8

（2007 年にウミンハ森林会社として改組）や農民の植林知識･技能･経験の不足、再造

林の地拵えに必要な機材不足、及び需要に対応した製品加工技術が未開発であったこ

とが原因となり、開発された技術の適用範囲は限られたものに留まった。 

このような背景のもと、本プロジェクトは、2004 年 2 月から 3 年間、カマウ省ウミ

ンハ地区の森林火災跡地復旧事業に必要な再造林技術が確立され同技術の普及が促進

                                                        
6 ウミン郡の中の低い（海岸に近い）地区をウミンハ地区という。 
7 地下水位の高い強酸性の条件の影響により、分解されにくい腐食が泥炭の状態で堆積している土壌。 
8 事前評価時点では、プロジェクトの植林活動の事業主体である林業水産公社は、ウミン 1、ウミ

ン 2、ソンチェ、チャンバントイ、4 月 30 日の合計 5 社であった。これらの林業水産公社 5 社は、

2007 年 11 月にウミンハ森林会社に統合合併した。 
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されることを目標に、1) 対象地の再造林事業における技術的適正度の向上、2) メラ

ルーカ材の市場調査と利用加工に関する知識･技能の向上、3) 同地区の火災予防体制

強化に対する技術支援、並びに地域農民に対する生計向上活動を実施した。 

 

1.2 協力の概要 9 

上位目標 当該プロジェクトによって開発された適用技術がメコンデルタ地帯の

農民、林業水産公社によって活用される。 

プロジェクト目標 カマウ省ウミンハ地区の森林火災跡地復旧計画に必要な再造林技術

が確立され、同技術の普及が促進される。 

成果 

成果 1 対象地の再造林事業における技術的適正度が向上する。 

成果 2 復旧事業関係者のメラルーカ材の市場調査と利用加工に関する知

識・技能が向上する。 

成果 3 a 同地区の火災予防体制が強化される。 
b 地域農民の生計向上のための研修を実施する。 

投入実績 

【日本側】 
1. 専門家派遣 9 人 

長期専門家 0 人、短期専門家 9 人 
2. 研修員受入 10 人（日本におけるカウンターパート研修） 
3. 第 3 国研修 なし 
4. 機材供与  7151 万円（土壌調査器具、GPS、バックホー 10、 

ブルドーザ、トラクターなど） 
5. 現地業務費 5,690 万円 

【ベトナム側】 
1. カウンターパート配置 

プロジェクトディレクター、副ディレクターなど 12 人。 
2. DARD ウミン（256 万円） ウミン 1 林業水産公社（1,733 万円） 

合計 1,981 万円 
3. 土地・施設提供 プロジェクト事務室、電気・水道代 

その他のローカルコスト負担、カウンターパート給与、苗畑設立 
費用など。 

協力金額 2 億 5,700 万円 
協力期間 2004 年 2 月～2007 年 2 月 

相手国関係機関 
農業農村開発省（MARD）、カマウ省農業農村開発局（DARD）、ベト

ナム森林科学研究所南部支所（VAFS）、カマウ省人民委員会

（PPC）、林業水産公社 
我が国協力機関 （社）海外林業コンサルタンツ協会、（財）国際緑化推進センター 

関連案件 

メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術開発計画（技協） 
個別専門家：カマウ省地域開発アドバイザー（個別派遣専門家） 
森林経営 カマウ省ウミンハ森林公社（青年海外協力隊） 
カマウ省森林火災跡地コミュニティ開発支援計画（無償） 
森林保全計画（外務省・無償） 

                                                        
9 JICA提供資料によると、プロジェクトの PDMは、2004年 4月に作成されその後変更されていない。 
10 油圧式ショベルによる掘削機。 
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1.3 終了時評価の概要 

1.3.1 終了時評価時のプロジェクト目標達成見込み 

終了時評価の質問票調査によると、未回答者を除く 100％の質問票回答者がプロジ

ェクトで開発された技術に「非常に」または「ある程度」同意し、普及技術を実施し

たいと願っていることから、プロジェクト目標はほぼ達成できたと判断した。 

 

1.3.2 終了時評価時の上位目標達成見込み 

終了時評価では、カマウ省だけでもプロジェクト完了から 4 年以内に 3,000ha のメ

ラルーカ造林の実施計画があり、その殆どの地域で、プロジェクトで開発した技術を

活用する予定であるとした。また、本プロジェクトで開発した技術は、類似の土壌、

地形、気候、社会条件の地或での汎用性は高く、デモ農家以外の場所における本技術

の適用も既に始まり、成果をあげているものの、上位目標の達成には、関係行政機関

の予算措置、もしくは外部資金の活用の必要性が示唆され、その見込みは不透明であ

ったと考えられる。 

 

1.3.3 終了時評価時の提言内容 

終了時評価における提言内容は以下の通り。 

1) 本プロジェクトの成果の普及におけるガイドラインの適用、及び規模及び開発地

域などの条件による環境影響評価の実施。 

2) 建設資材以外の有効利用促進のためメラルーカ材加工に対する F/S の実施。 

3) 「農業普及クラブ 11」及び「農林業活動支援委員会 12」の機能及び役割強化の

ための、ベトナム政府関係機関による支援の実施。 

4) 本プロジェクトによる開発モデルの周辺地域への普及のための資金源として外

部資金ソースへの積極的な対応。 

 

2. 調査の概要 

2.1 外部評価者 

山本 渉（OPMAC 株式会社） 

 

2.2 調査期間 

今回の事後評価にあたっては、以下のとおり調査を実施した 13。 

調査期間：2013 年 10 月～2014 年 11 月 

現地調査：2013 年 11 月 17 日～12 月 22 日、2014 年 2 月 23 日～3 月 10 日 

                                                        
11 農業普及センターによる研修や情報提供の媒体としての機能を担う農民グループ。 
12 

農民グループのリーダーや農業普及センター、林業水産公社などから構成され、住民の連帯感

や情報共有促進のために、農業活動グループ形成、グループ単位での研修実施等を行う。 
13 

同時にカマウ省森林火災跡地コミュニティ開発支援計画の事後評価を実施した。 
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2.3 評価の制約 

本事後評価は、プロジェクト完了後 7 年目に実施されたことから、プロジェクト実

施時の活動に関する情報収集において、特に林業水産公社の関係者の多くが機構改革

の影響を受けて異動しており、情報収集上の制約要因になった。これを踏まえ、本事

後評価では重要と考慮される受益者に対して可能な限り調査を実施 14し、プロジェク

ト完了時点までの状況は事後評価時点で得られた情報に基づき評価判断を行った。 

 

3. 評価結果（レーティング：C 15） 

3.1 妥当性（レーティング：② 16） 

3.1.1 開発政策との整合性 

本プロジェクトは、事前評価時点でのベトナム国森林政策の基調である森林保全・

回復という政策的方向性や、1998 年から実施されている国家プロジェクト「500 万ヘ

クタール国家造林計画」 17にも合致している。2002 年大規模な森林火災の後、失われ

た森林の回復は、国家的な緊急課題であり、さらに、カマウ省での森林政策の第一優

先課題はメラルーカ林の再生により収益性を高め、住民の生計を安定させることであ

った。また、ベトナム政府は、「森林開発 5 ヵ年計画」（2006-2010）及び「森林開発

戦略」（2006-2010）において、持続的な開発に向けた森林の質の改善を目指しており、

その方針はプロジェクト完了時点でも変わっていない。よって、本プロジェクトは、

これらの国家課題及び地方省の政策に整合している。   

 

3.1.2 開発ニーズとの整合性 

プロジェクト対象地域の土壌は泥炭 18を含んでおり、森林火災後、燃えた泥炭が表

土に固い層を作り、直接植栽することはできなかった。そのため、再植林の地拵えに

おいて、土を掘り起こす必要があった。そこで、プロジェクト実施前、カマウ省

DARD 及び林業水産公社は、JICA による技術協力プロジェクト「メコンデルタ酸性硫

酸塩土壌造林技術開発計画」において実証されたエンバンクメントによるメラルーカ

植林を参考に、カマウ省への適用を検討し提案した。 

本プロジェクトで導入された新技術（エンバンクメントによるメラルーカの植林）

の特徴としては、1) 植栽樹木間に水路や農地を配置する地拵え・植栽方法による火

                                                        
14 

本事後評価では、受益者調査として、研修参加者（DARD2 名、DARD 内の保全林の保全活動を

担当する森林保全部 1 名と生産林の植林・管理に従事する林業部 6 名、及び旧林業水産公社 5 名、

合計 14 名）、及びデモ農家 40 世帯（比較のために、デモ農家と同じ区画に居住し、かつプロジェ

クトからの便益を受けていない農家 40 世帯を含む）に対して聞き取り調査を実施した。 
15 A：「非常に高い」、B：「高い」、C：「一部課題がある」、D：「低い」 
16 

③：「高い」、②：「中程度」、①：「低い」 
17 1998 年ベトナム政府により策定された造林計画。水源保護等による環境保護、林業振興を通し

た経済開発及び貧困対策としての社会開発に資するために、2010 年までに 500 万 ha の森林を造林

や天然更新の助長により再生させることを目的とした。  
18 泥炭地における森林火災は、地中に火が残り消し止めることが難しい。泥炭は火災を広げる原

因となるため、2002 年の森林火災が大規模に拡大する原因になった。 
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災拡大抑制効果があること、並びに 2) 育成期間が比較的短く、材の形状も真直で、

建築用材として需要があるため、市場性が高く、短期間で収益向上効果があることな

どがある（表 1）。直接受益者として支援対象としたウミンハ地区の農民は、酸性土

壌であるため農業が難しく、森林資源に頼った生活をしており、同地区は、カマウ省

で最も貧困な地域であり、かつ、森林火災の最大の被害地域であった。 

以上のような条件下、酸性土壌や冠水に強い在来種であるメラルーカを選び、収益

性の高いエンバンクメント造成による植林を、森林復旧事業の実施主体である DARD

と林業水産公社に対する技術協力、及び、森林火災被害者である最貧困の農民に対す

るモデルとしての直接支援を組み合わせて実施することは完了時点も変わらず継続し

て必要であったと考えられることから、事前評価時点のみならず事業完了時点におい

ても、本プロジェクトは同地区の開発ニーズとの整合性が高いと判断される。 

 

表 1 エンバンクメントの有無によるメラルーカ植林の収支比較 

植林形態 1 年目の植林コスト 
（百万ドン/ha） 収穫年数 収入注 

（百万ドン/ha） 

エンバンクメントあり 14.0 7-8 50 

エンバンクメントなし 7.5 13 30-40 
出所：ウミンハ森林会社  
注：2013 年時点における地元伐採業者による購入額 

 

3.1.3 日本の援助政策との整合性 

計画時の日本の対ベトナム国別援助計画 19では、成長促進のための経済インフラの

開発と競争力強化、及び農業・農村開発による貧困対策、生活・社会面での改善を援

助するとし、森林保全・回復に関する支援への重点的な取り組むが掲げられている。

よって、本プロジェクトは、日本の対ベトナム国別援助計画に則している。 

 

3.1.4 事業計画やアプローチの適切さ 

本プロジェクトでは、酸性硫酸塩土壌におけるエンバンクメントの造成（産業造林

94ha、デモ農家における植林 129ha、合計 223ha）を実施した。酸性硫酸塩土壌は、硫

酸塩が露出し酸素に触れると硫酸を発生するため、その掘り込みは環境に対して負の

影響を及ぼす可能性がある 20。 

                                                        
19 最終案は 2003 年 10 月に第 14 回 ODA 総合戦略会議に提示され、2004 年 4 月に改訂された。 
20 環境への負の可能性について言及した論文として、以下を挙げることができる。Naylor, S.D., 
Chapman, G.A., Atkinson, G., Murphy, C.L., Tulau, M.J., Flewin, T.C., Milford, H.B., Morand, D.T. 1998, 
Guidelines for the Use of Acid Sulfate Soil Risk Maps, 2nd ed., Department of Land and Water 
Conservation, Sydney. 
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JICA による 1994 年の「林業開発に係る環境配慮ガイドライン」では、プロジェク

ト形成時における予備的なスクリーニングとして、プロジェクト立地環境表 21を作成

し、泥炭地など、特に留意すべき立地環境条件の有無を確認することとしている。そ

して、特に留意すべき立地環境条件がある場合は、慎重な情報収集と調査を実施し環

境インパクトを把握することを促している。しかしながら、終了時評価では、本プロ

ジェクトの事前評価がやや拙速に行われ、プロジェクト形成段階において、リスクの

低減のための対策や不確定要素の排除などが十分なされなかったことが指摘されてい

る。さらに、本プロジェクトのデモンストレーション農家 22の 54％がエンバンクメ

ントの造成後、本事業実施後最長 3 年間、稲の生育不良、魚が死ぬなどの被害が出た

としている 23。 

このように、酸性硫酸塩土壌におけるエンバンクメント造成は、露出した硫酸塩が

酸素に触れると硫酸を発生するため環境に負の影響を与えるリスクがあったものの、

これに対応する適切な措置が採られてこなかった。本プロジェクト形成時に、予備的

スクリーニングによる環境影響の評価、もしくは専門家からなる委員会からの意見聴

取による環境影響のリスクの検討と環境モニタリングの実施などの対応策の活動計画

への反映が必要であったと考えられる。 

 

以上より、本プロジェクトは、開発政策、開発ニーズ及び日本の援助政策との整合

性は高いが、プロジェクト形成時における酸性硫酸塩土壌の環境影響のリスクの検討

が不十分であった。ゆえに妥当性には一部課題があったと判断される。 

 

3.2 有効性・インパクト 24（レーティング：③） 

3.2.1 有効性 

3.2.1.1 成果 

1) 成果 1 対象地の再造林事業における技術的適正度が向上する。 

指標① 造林ガイドラインによるデモ農家における植栽木の活着率が 85％を超える。 

 

本プロジェクトでは、森林火災後荒廃地となっていたウミン 1 林業水産公社直営地

94ha にエンバンクメントによる産業造林を行い、個人農家の管理地（デモ農家 40

世帯）129ha にエンバンクメントを造成し、メラルーカを植林した（図 1） 25。 

 

                                                        
21 プロジェクトの社会環境条件、自然環境条件、及び留意すべき立地環境条件の有無、環境への

重大な影響事例等の特記事項からなり、環境への影響が一目でわかるようになっている。プロジェ

クト概要表の付随資料として位置づけられている。 
22 他の農家への波及効果を念頭に置いて、デモ農家には、エンバンクメントによるメラルーカ植

栽、及び農地周辺の L 字型水路（農地内の水を管理する溝）を設置した。 
23 受益者調査 デモ農家 40 世帯対象。 
24 有効性の判断にインパクトも加味して、レーティングを行う。 
25 デモ農家の土地開発について本文図 2 参照。 
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図 1 エンバンクメント造成の断面図例 

（0.2m 高くする盛り土を 6m 幅で設置するため、1.5m 幅で 0.8m 掘り込む 
エンバンクメントの造成例） 

 

終了時評価によれば、植栽活動終了後、DARD が、林業水産公社並びに住民が行な

った植裁の受入検査を実施した結果、活着率は全体として 90％を超えていた。 

また、終了時評価時と同様に、事後評価時においても植林地の現場踏査を行ない、

メラルーカの良好な成長を目視により確認した。2013 年事後評価時点において、エ

ンバンクメントによるメラルーカ林は、森林会社が管轄する産業造林では、苗木生産

のために優良種子を提供する母樹林として利用されている。また、デモ農家に対する

聞き取り調査によると、植栽されたメラルーカは 2013 年に 11 農家においてすでに伐

採されている。そして、収穫を終えたすべての農家において再植林 26が実施され、2

サイクル目の活着率は 90％を超えている。 

以上により、指標①は達成されたと判断される。 
 

指標② VAFS、DARD のスタッフがウミンハでの造林適応技術の訓練を 18 回実施

する。 

指標③ VAFS、DARD のスタップ及び農民が造林技術ガイドラインの技術を習得する。 

 

本プロジェクト 27により、エンバンクメントによるメラルーカ植林に関する技術者

向け及び農民向けの 2 つの技術マニュアルが作成され、関係機関に配布された。技術

研修は、2 年次ウミン１林業水産公社技術者、3 年次にその他の林業水産公社（ウミン

2、ソンチェ、チャンバントイ、4 月 30 日の 4 つの林業水産公社）の技術者に対し延

べ 22 回、またデモ農家の農民には植林技術研修が 2 回実施された。 

終了時評価時における聞き取りによると、カウンターパート 28の 91％が自信をも

って研修の内容を教えられると回答している。また、事後評価時には、研修受講者の

80％以上がほとんどの研修内容を理解し相手に教える自信があるとしている（表 2）。 

                                                        
26 11 農家の再植林合計面積は 33ha であった。 
27 本プロジェクトでは、カウンターパートが適切に対応できるようにするため、成果ごとにワー

キンググループを形成した。エンバンクメントによるメラルーカ植林、及びデモ農家への研修は林

業部、デモ農家建設は林業水産会社、森林火災は森林保全部、木材加工は DARD の担当であった。 
28 カウンターパートとした DARD、林業部、ウミン 1 林業水産会社、森林保全部の職員合計 7 名か

らの聞き取りによる。 
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また、事後評価時において、デモ農家の 97％がメラルーカ植林技術の研修を高く

評価している 29。2013 年にメラルーカを伐採した 11 のデモ農家 30では、本プロジェ

クトで作成した造林マニュアルを利用しながら、研修で習得した技術をメラルーカの

再植林に応用している 31（表 3）。 

以上により、指標②及び③は達成されたと判断される。 

 

表 2 ベトナム政府・森林会社関係者によるメラルーカ植林研修の評価 

単位：人数 
研修内容 参加者 評価注 1 自信あり注 2 自信あり（％） 

Long An 注 3 の経験 12 12 10 83 

植林地の準備 12 12 12 100 

メラルーカの特徴 14 14 13 93 

苗畑・育苗 14 14 12 86 

酸性土の検査と処理 10 10 7 70 

Hoa An 注 4 の現場調査 11 11 11 100 

重機の使い方 2 2 2 100 

地理情報システム 6 6 5 83 
出所：事後評価時に実施した研修参加者 14 名（DARD2 名、森林保全部 1 名、林業部 6 名、

旧林業水産公社 5 名）からの聞き取り調査結果。 
注 1：研修の内容について高く評価するか否かを質問したもの。 
注 2：自ら研修をする自信があるか否かを質問したもの。 
注 3：メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術開発計画の実施場所。 
注 4：エンバンクメント造成によるメラルーカ植林試験地。 

 

 

表 3 デモ農家による研修の評価 

研修テーマ 参加者数 
高く評価 一部応用 

人数 ％ 人数 ％ 

メラルーカ・植林技術 37 36 97 36 97 

森林火災予防 37 28 76 35 95 

製炭・木酢液生産 35 23 66 21 60 

米生産技術 38 33 87 35 92 

野菜・果物生産 35 24 69 31 89 

家畜生産・養豚  34 22 65 26 76 

土壌改良技術 35 32 91 34 97 
出所：事後評価時に実施した、デモ農家 40 名からに聞き取り調査結果。 

 

 

                                                        
29 デモ農家（40 世帯）からの聞き取りによる。 
30 デモ農家 40農家中 11農家で再植林を実施した。残りの 29農家では 2014年に収穫を予定している。 
31 農民の投資により植林した場合は、収穫計画・実施などにかかった費用を除いた収益の 95％、

森林会社の投資により植林した場合は収益の 80％を農民が受け取ることになっている。 
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以上により、エンバンクメントによるメラルーカ植林は、活着率が高く、同地区の

特徴に適応した再造林技術が開発され、その技術は習得されたと考えられることから

成果 1 は達成されたと判断される。 

 

2) 成果 2 復旧事業関係者のメラルーカ材の市場調査と利用加工に関する知識・

技能が向上する。 

指標： VAFS、DARD のスタッフがメラルーカ材の市場調査と利用加工に関する訓

練を 3 回開催する。 

 

本プロジェクト期間中、VAFS、DARD、林業水産公社職員を対象に、研修を 9 回

（研修視察 6 回、研修講座 2 回、ワークショップ 1 回）実施した。2 年次に専門家が

主導して市場調査を行い、カウンターパートにその進め方を指導した。3－4 年次は

カウンターパートが中心となってホーチミン市、及びハノイ市の製材等加工工場の調

査を４回行った。この結果、カウンターパートは、メラルーカ材の利用可能性として、

チップボードやブロックボードの重要性を認識するに至り、この技術を林業水産公社

等で利用出来るよう技術指導を行うプロジェクト活動の追加延長を求めるに至った。

（ただし、延長は申請されただけで実現はしていない。）また、デモ農家の村におい

て、改良された窯を試験的に設置しメラルーカ材を活用した炭の生産（製炭炉 10 基設

置）及び木酢液 32の生産に関する研修を実施した。終了時評価によると、研修を受け

たカウンターパートのうち 67％は、市場調査についてある程度理解し、89％が炭・

木酢液生産技術の研修内容を理解し、78％が本プロジェクトの活動を評価している。 

 

メラルーカ加工技術の活用状況 

事後評価時において、研修参加者の 90％が、研究開発、メラルーカ材の特性・加

工技術、製品展望、市場開発、企業訪問による先進加工技術視察、国際市場分析の研

修内容を理解し自信をもって研修を実施できるとしているが、製炭・木酢液生産及び

加工技術については 3 分の 1 に留まっている（表 4）。加工技術に関しては市場調査

や製材等加工工場調査の研修を行っており、研修を通じてメラルーカ材の利用可能性

として、チップボードやブロックボードの重要性を認識するに至った。しかし、アカ

シアなど他の樹種との競合、並びにメラルーカは樹皮が厚く利用できる部分が 10％

程度にすぎないことから実用は難しく、このことが事後評価時点でメラルーカ加工技

術が継続されていなかった理由の一つと考えられる。さらに、農民からの聞き取りに

よると、メラルーカを使った製炭の実証と木酢液の生産技術に関する研修は実施され

たが、実際にはプロジェクトで想定した以上の生産コストがかかるとともに、農民に

とっては生産技術も高度であったため、その技術は使われていなかった。 

 

                                                        
32 炭焼き時に副産物として製造される乾留液の上澄分。農薬としての効果がある。 
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表 4 メラルーカ加工技術研修の評価 
単位：人数 

研修内容 参加者 高く評価 自信あり注 自信あり（％） 
製炭と木酢液生産 9 9 3 33 

木材加工技術 3 2 1 33 

研究開発 1 1 1 100 

メラルーカの特性・加工技術・製品展望 10 10 9 90 

市場開発 8 8 8 100 

企業訪問による先進加工技術視察 2 2 2 100 

国際市場分析 1 1 1 100 
出所：事後評価時に実施した、研修参加者 14 名から聞き取り調査結果。 
注：自ら研修をする自信があるか否かを聞いたもの。 

 

このように成果 2 に関しては、その達成に向けて、メラルーカ材の市場調査と利

用・加工に関する研修を実施し、知識・技能は向上したとみられるが、事後評価時点

でその知識・技能の継続的な活用は行われていなかった。 

 

3) 成果 3a 同地区の火災予防体制が強化される。 

指標： DARD のスタッフによって森林火災予防訓練システムが実行できるようになる。 

 

本プロジェクトでは、防火マニュアルを作成し、森林保全部職員、林業水産公社職

員、地元住民・小学生を対象に、森林火災防止のための広報活動の強化に重点をおい

たモデル的な森林火災防火訓練（1 回 3 日間合計 10 回）を実施した。その活動には、

森林火災防止の基本研修、森林火災防止標語作りコンテスト、学校での消火のための

たたき棒作製演習、消火演習、小学生対象の森林火災防止ポスターコンテストなどが

含まれていた。この活動を受けて、DARD 森林保全部では、プロジェクトの 3～4 年

次には、独自の予算で消火活動を活発にするために、郡の青年連合 33を通してコミュ

ーン 34代表を集め、消火演習競技を行うなど、独自の活動を展開し始めた。 

終了時評価時には、カウンターパート 7 人全員が本プロジェクトにより作成された

防火マニュアルは有効であると、そして 5 人がプロジェクトの防火訓練モデルは有効

であると回答した（2 人は無回答）。プロジェクトの達成度を優または良 35であると

した回答者は 4 人であった（3 人は無回答）。 

また、事後評価時において、DARD 及び森林会社の研修参加者の 100％が森林火災

対策に関する研修内容を評価し、その内容を習得し自信を持って研修を実施できると

考えている（表 5）、また、デモ農家の 95％（40 農家中 38 農家）がプロジェクトの

森林火災予防に関する研修内容を応用して森林火災予防活動を実施していると回答し

た（表 7）。 

                                                        
33 共産党により組織された若者の全国組織。 
34 ベトナムの地方行政の最小単位。複数の村からなる。 
35 評価は優、良、可、不可の 4 段階評価。なお、回答がない場合は、「無回答」に分類した。 
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表 5 森林火災予防研修の評価 
単位：人数 

研修内容 参加者 高く評価 自信あり 自信あり(％) 

森林火災予防の基礎、消火の基礎訓練、スローガン 10 10 10 100 
出所：事後評価時に実施した、研修参加者 14 名からの聞き取り調査結果。 

 

森林火災対策の実施と火災発生状況 

事後評価時現在、DARD 森林保全部の監視の

もと、ウミンハ森林会社では、地元の農民に対

して、本プロジェクトで作成されたマニュアル

に基づき、年 1 回、村ごとに森林火災対策に関

する研修を行っている。農民は森林火災防止活

動のために、1 村 3 グループ（各グループは 20

農家から構成）に組織化されており、火災発生

時に消火活動に携わる。また、各世帯は、森林

火災危険のある時期（1 月から 5 月）には最低 2

名が火災発生の番人もかねて、森林に隣接した

住居に居住することが義務付けられている。ま

た、乾燥の激しいに日は火災警報が、立札及びラジオで発令されている（写真 1）。 

 

プロジェクト実施中から 2013 年ま

での森林火災発生件数、被害面積をみ

ると、乾燥の激しかった 2010 年と

2013 年を除いて、全体として減少傾

向にあるとみられる（表 6）。 

このように DARD 森林保全部の監

視のもと、ウミンハ森林会社では、本

プロジェクトで作成された森林火災対

策マニュアルに基づき、地元農民に対

して火災訓練を行い、農民を組織化し

消火活動に携わらせるなど、森林火災

予・消防システムが構築されており、

森林火災予防体制は強化されている。

また、直接の効果は確認できないが、乾燥の激しかった 2010 年 2013 年を除いて森林

火災発生件数、面積は小さく抑えられている。よって、成果 3a は達成されたと判断

される。 

 

 
写真 1：乾燥度により異なる森林 
火災リスクを示した警報用の立札 

表 6 カマウ省における森林火災被害面積

と火災数 

年 被害面積 (ha) 森林火災発生件数 
2006 0.3 3 
2007 17 19 
2008 15 22 
2009 4 3 
2010 235 23 
2011 1 3 
2012 3 12 
2013 43 27 

出所：カマウ省 DARD 
注：森林会社内に限定すると 2011 年被害面積 1ha、 
森林火災発生件数 2件、2012年被害面積 680m2、件数

2 件、2013 年被害面積 15.9ha、件数 6 件であった。 
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3) 成果 3b 地域農民の生計向上のための研修を実施する。 

指標： 3a と混在していたため指標の設定はなし。 

 

本プロジェクトでは、デモ農家 40 世帯に対して、メラルーカ植林用エンバンクメ

ント造成と並行して、植林地と隣接した農地の酸性水の排水及び流入防止のために L

字型水路 36及びそれに沿った堤を基盤整備として導入した（図 2）。また、L 字型水

路と堤を活用した生計向上技術研修（テーマは、米生産技術、野菜・果物生産、家畜

生産・養豚、及び土壌改良技術）を 28 回（研修講座 23 回、研修視察 2 回、ワークシ

ョップ 3 回）実施した。 

また、デモ農家の農民、カウンターパート、DARD、農業普及センター、水産普及

センター、畜産育種センター、郡農業部、ウミン 1 林業水産公社からなる「農林業活

動技術支援委員会 37」を立ち上げ、デモ農家の支援体制を整えるとともに、デモ農家

においては先進農家のリーダーシップによる「農業普及クラブ」を結成し、DARD に

よる技術指導・支援の受け皿を構築した。 

 

 
注：プロジェクトで支援したのは境界のエンバンクメント造成、L 字水路建設（水田と居住地の二

辺を囲む水路）、植林部分のエンバンクメント造成と水路建設）を上からみた図 

図 2 デモンストレーション農家における典型的な土地開発モデル 

 
終了時評価時において、本成果の活動について、デモ農家の 87％（35 農家）が便益

を生み続けるとし、75％（30 農家）が活動継続の動機があるとし、95％（38 農家）が

アウトプットを４段階評価にて優または良とした。事後評価時には、デモ農家の

90％以上が、製炭・木酢液生産及び家畜生産・養豚以外の研修（メラルーカ植林技術、

森林火災予防対策、米生産技術、野菜・果物 生産、土壌改良技術）を応用している

と回答している（表 7）。 

                                                        
36 林業水産公社内に居住する農民が利用する土地は林地と農地に分かれており（デモ農家では林地

5ha、農地 2ha に対する森林保全契約に基づいて居住している）、本事業では、エンバンクメントか

らの酸性水の流入防止、雨期の初期に発生する強酸性水の排水のため、農地全体を L 字に囲む水路、

及び堤を建設した。 
37 プロジェクトの完了後、持続的に農民支援活動を実施し、さらプロジェクトの成果を広く普及す

るため立ち上げられた、篤農家、林業水産公社、普及センター、DARDなどからなる組織。 

             

 
裏

運

河 

5ha 2ha 

エンバンクメントあり 

エンバンク

メントなし 水田 畑  
 
表

運

河 

メラルーカ植林 

 境界のエンバンクメント 

水路 

  

 

 池 
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表 7 デモ農家による技術研修の評価 

研修テーマ 参加農民数 
（人） 

高く評価 一部応用 
人数 ％ 人数 ％ 

メラルーカ・植林技術 37 36 97 36 97 
森林火災予防 37 28 76 35 95 

製炭・木酢液生産 35 23 66 21 60 
米生産技術 38 33 87 35 92 

野菜・果物 生産 35 24 69 31 89 
家畜生産・養豚  34 22 65 26 76 
土壌改良技術 35 32 91 34 97 

出所：事後評価時に実施した、37 農家からの聞き取り調査結果。 

 

生計向上については、事後評価時点におい

て、2013 年にメラルーカを伐採した 11 のデ

モ農家においてメラルーカ材の販売から平均

120 百万ドンの収入（年平均世帯収入 14.9 百

万ドン）があった。メラルーカからの年平均

世帯収入は、年総収入の約 30％を占めてい

る。またデモ農家全体としても稲作の生産性

向上、果樹の生産、養殖などが可能になり、

周辺農家に比べ約 2.4 倍の収入がある（コラ

ム参照）。これは、農地において L 字型水路

の設置により稲の水位調節が可能になったこ

と、並びに堤の上に果樹を植栽できるように

なったことによる影響が大きい（写真 2）。 

また、事後評価時点において、デモ農家集落の「農業普及クラブ」は 37 農家をメン

バーとして月 1 回会合を行い、DARD 普及センターからの支援情報の連絡、並びに各

世帯が資金を出し合い、これを原資に必要な世帯に無利子での貸し出しを行ってい

る。  

なお、「農林業活動技術支援委員会」の活動はプロジェクト完了後、継続されてい

ない。その理由は、同委員会は本プロジェクトではデモ農家の支援活動を対象にして

おり汎用性に欠けたこと、普及活動は普及センターが行っており追加的な農業・畜

産・漁業などマルチサブセクターの取り組みは組織的に成立しにくかったことなどが

理由であると考えられる。 

このように成果 3b に関する活動は、一部その活動に継続性が見られないものがあ

るが、L 字型水路及び堤の設置、及びそれに基づいた研修内容は高く評価され、その

技術に基づいた生計向上効果を見出しているため、成果 3b は達成されたと判断され

る。 

写真 2：デモ農家の水田（手前）

とエンバンクメント上に植栽 

されたバナナ（遠方） 
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コラム：デモ農家に対する生計向上効果 
 
本プロジェクトによる地元農民に対するエンバンクメント造成によるメラルーカ植林、及び

L 字型水路・堤設置、技術研修活動は、大きな生計向上効果を示した。その効果は、中間

層・富裕層で高く、また、道路が開通した地区に立地している世帯で高くなっている。 
本プロジェクトでは、個人農家 40 世帯（デモ農家）に対して、エンバンクメントによるメラル

ーカ植林に関する技術研修を実施し、エンバンクメントを設置しメラルーカを植林（2005 年

に植栽、合計面積 129ha、苗木及びエンバンクメント造成はプロジェクト負担、植栽作業は

農民負担）した。また、農業生産を支える基盤整備として、L 字型水路及び土盛りによる堤

が設置され、水路と堤を活用した米生産技術、野菜・果物生産、家畜生産・養豚、及び土

壌改良技術などの生計向上技術研修を実施した。デモ農家 40 世帯とその周辺の一般農

家 40 世帯の比較によると、デモ農家では、2013 年にプロジェクトで植栽されたエンバンクメ

ントによるメラルーカ林は 11 世帯で伐採され、1 世帯平均 119.6 百万ドン（標準誤差±8.9
百万ドン、中央値 112 百万ドン）の収入（伐期は平均 8 年、年平均世帯収入を算定すると

14.9 百万ドン）になっている。これは、2013 年平均年農林業収入の 2.4 倍（年平均世帯収

入では 2013 年の農林業収入の約 30％）であり、非常に大きい。一方、周辺の一般農家に

おけるエンバンクメントのないメラルーカの伐採は、2013 年において 4 世帯で平均 12 百万

ドン（標準誤差±2.4 百万ドン、中央値 12 百万ドン）（伐期は平均 10.3 年、年平均収入は

1.2 百万ドン）の収入があった。つまり、エンバンクメントによるメラルーカ植林からの収入は、

2013 年時点で 1 世帯 1 年当たり、エンバンクメントのない農家によるメラルーカ植林からの

収入の 12.4 倍（＝14.9 百万ドン/1.2 百万ドン）になっている。 
また、米と果物生産について、デモ農家と周辺の一般農家（非デモ農家）をプロジェクト

前と事後評価時点（2003 年と 2013 年）で比較すると、デモ農家では、米の販売高は 50％
の増加となっているのに対し非デモ農家では 29％の減少、果物生産は、非デモ農家が

16％増加しているのに対しデモ農家では 27 倍に大きく増加している。2013 年の農作物価

格で比較すると、農業収入は、デモ農家が 106％の増加に対し、非デモ農家では、4％の

増加に留まっている。 
しかし、デモ農家を農業収入のクラス 38ごとに生計向上効果を比較すると、貧困世帯で

は果樹生産が伸びているものの、米及び豚や炭の生産の減少により全体として農業収入

は 25％減少しているのに対し、中間層の世帯では、果物、米、蜂蜜の生産が伸び全体とし

て農業収入は 154％増加し、さらに富裕世帯でも、果物と米に続き、豚の生産増により、農

業収入は 113％増加している。全体としての収入の増加は、富裕世帯で貧困世帯の 61
倍、中間層の世帯が 27 倍となっている。また、ほとんどのデモ農家では 2008 年に道路が開

通しており、道路の開通した地区の農家と開通していない地区の農家と比較すると、どちら

の農家も農業収入は約 2 倍になっているが、収入額は道路が開通している地区の農家の

方が開通していない地区の農家より 1.9 倍大きい。 

 

 

3.2.1.2 プロジェクト目標達成度 

プロジェクト目標：カマウ省ウミンハ地区の森林火災跡地復旧計画に必要な再造林

技術が確立され、同技術の普及が促進される。 

指標：100％の VAFS、DARD 及び森林会社のスタッフがプロジェクトで開発した技

術に同意し、普及させる意欲をもつ。 

 
                                                        
38 貧困世帯年収 25 百万ドン以下、中間層世帯 25～100 百万ドン、富裕世帯 100 百万ドン以上。 
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終了時評価では、VAFS、DARD ともに完成した技術ガイドラインを活用してメラ

ルーカ植林活動を強化展開したいと表明し、カウンターパートの聞き取り調査でも全

ての回答者が新技術の導入・普及に肯定的であったとしている。JICA 提供資料では、

ウミン 1 以外の他の林業水産公社から参加した植林技術研修生は、研修で得られた知

識を彼らの職場で活用しつつあるとしている。 

また、事後評価時における研修参加者に対する聞き取り調査では、酸性土の検査と

処理以外のすべての研修において 80％以上の参加者が技術の内容を、自信をもって

相手に教えることができると答えている。 

 

エンバンクメントによるメラルーカ植林支援の状況 

上記の指標に加え、事後評価調査により実際の技術の普及促進状況について確認を

したところ、2002 年以降、PPC 及び DARD は、エンバンクメントによるメラルーカ

植林について、ウミンハ森林会社を政策的に積極的に支援してきた経緯があり、また、

当時の林業水産公社は 2004 年から 2007 年までの間、商業銀行の融資をうけエンバン

クメントによるメラルーカ植林を実施、さらに農民によるエンバンクメントによるメ

ラルーカ植林にあたり、銀行から融資を受け、これを原資に農民に再貸付を行った。

このような支援の結果、エンバンクメントによるメラルーカの植林面積は 2007 年に

2,422ha、2013 年には 4,229ha に達している。  

 

このようにプロジェクトで開発された技術は、メラルーカ加工技術のインパクトは

限定的であったものの、プロジェクト完了時において研修を受けた VAFS、DARD 及

び森林会社のスタッフの全員が新技術の普及・活用に同意し、かつその後、政策・経

済的な支援を受け、普及促進活動が継続的に実施されていることから、カウンターパ

ート機関には、エンバンクメントによるメラルーカ植林を普及させる明確な意欲があ

ったと考えられるため、プロジェクト目標は達成されたと判断される。 

 

3.2.2 インパクト 

3.2.2.1 上位目標達成度 

上位目標：当該プロジェクトによって開発された適用技術がメコンデルタ地帯 39の

農民、林業水産公社によって活用される。 

指標：プロジェクトにより開発された技術を適用した植林面積が 2,000ha になる。 

 

前述のようにエンバンクメントによるメラルーカの植林面積は 2007 年に 2,422ha に

達しており、上位目標は達成されている。2013 年現在、エンバンクメントによるメ

                                                        
39 メコンデルタはベトナムの 12 省とホーチミン市に広がっているが、酸性硫酸塩土壌は特にメコ

ンデルタ地帯の中でも海岸近くにみられ、またその中でも本プロジェクトの導入技術の応用範囲は

同様の土壌条件を持つ範囲に絞られるため、特にカマウ省内のメラルーカ生息地域（プロジェクト

対象地域）を指すものとして評価判断を行った。 
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ラルーカ植林の面積は、ウミンハ森林会社（旧 5 公社合計）全体で 4,229ha になり、

さらに拡大している（表 8）。 

 

表 8 エンバンクメントによるメラルーカ植林面積 
単位：ha 

年 森林会社直営 他の企業との契約 農民との契約 合計 
2007 727 注 0 1,695 注 2,422 
2013 1,648. 847 1,734 4,229 

出所：ウミンハ森林会社 
注：推定値 

 
成果・プロジェクト目標の上位目標達成への貢献 

本プロジェクトで確立されたエンバンクメントによるメラルーカの植林技術は、試

験的に実施されたメラルーカの製炭、木酢液の利用によるメラルーカの利用拡大（成

果 2）は実現しなかったものの、林業水産公社における技術開発（成果 1）、住民との

連携による森林火災対策の体制強化（成果 3a）、及び農業活動との連携した植林モデ

ルの実証（成果 3b）、またその後、林業水産公社が合併して設立された森林会社をは

じめとする実施機関の普及促進活動により（プロ目）、技術を適用した植林面積が拡

大した上位目標の達成に貢献した。 

上位目標達成の背景には、特に①2002 年に導入された PPC によるエンバンクメン

トによるメラルーカ植林政策、②2004 年から 2007 年における林業水産公社による銀

行からの融資の利用（林業水産公社は、土地を担保に商業銀行から融資を受け、農民

に対して 50 百万ドンの再貸付を実施）、③育成期間の短縮による収益の再投資（再植

林）の可能性拡大などがあったと考えられる 40。 
 

2007 年以降から近年（2013 年）までのエンバンクメント拡大要因 

エンバンクメントによるメラルーカ植林は、JICA の 2008 年から「カマウ省森林火

災跡地コミュニティ開発支援計画」（植林面積は 500ha）、2010 年以降新たに導入さ

れたベトナム国内の民間企業との契約（植林面積は 847ha）及び 2012 年の日本国外務

省による「森林保全計画」41（植林面積は 360ha）、によりさらに拡大した。また、JICA

の「カマウ省森林火災跡地コミュニティ開発支援計画」がバックホー8 台を供与した

ことにより、森林会社にとって、エンバンクメントの拡大が容易になった。森林会社

は、2013 年においても 733ha のエンバンクメントによるメラルーカ植林を実施してい

る。なお、メラルーカ植林拡大の外部要因としては、メラルーカの原木の価格が、建

築材の高い需要を反映して 2012 年以降上昇傾向にあることがあげられる（表 9、写真

3、4）。 
 

                                                        
40 ウミンハ森林会社からの聞き取りによる。 
41 メコンデルタ地域などを対象地域として、森林火災や焼畑耕作の跡地における郷土樹種の植栽等

を行うことにより，同地域における森林回復を図る目的で実施された無償資金協力。 
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表 9 メラルーカの建築材（5m 直径 4.2-4.9cm）の市場価格の推移 

単位：ドン/m3 
年 2009 2010 2011 2012 2013 

価格 549,000 549,000 549,000 610,000 732,000 
出所：ウミンハ森林会社 

 

このように、エンバンクメントによるメラルーカ植林は、上位目標の指標で挙げら

れた面積を超えただけでなく、2008 年の世界的な金融危機以降も、日本の援助だけ

でなく、民間企業からの契約を受け、確実に拡大している。よって、上位目標は達成

されたと判断される。 

 

 
写真 3：メラルーカ積み出し場所 

（原木のまま出荷） 

 
写真 4：鉄筋コンクリートを支える 

メラルーカ建材 

 

3.2.2.2 その他のインパクト 

メラルーカ植林による雇用の増加 

メラルーカは、森林会社により立木のまま競売（2013 年 1,200ha 伐採）にかけられ、

落札した伐採業者により伐採される。伐採業者の中には、110 人を雇用し年間 150ha

を伐採している業者もいる。同業者の場合、エンバンクメントによる植林が 70％を

占めている。同業者が平均的な業者であると仮定すると、全体でエンバンクメントに

よるメラルーカ植林は、600 名（=110 人*（（1,200 ha*70％）/150ha）））ほどの伐採作業員

の雇用を創出していると推定できる。 
 

自然環境へのインパクト 
本プロジェクトでは、土壌中の硫酸塩の露出を防止するために、パイライト 42の深

度に応じて浅いところではパイライトに触れないように浅く堀り、一方、パイライト

が深いところではさらに深く掘りすすめ、パイライト層の下の土をパイライト層の上

に被せる工夫をしている。エンバンクメント造成時には、バックホーは 2 回にわけて

                                                        
42 地表に露出することで酸化され、硫酸が溶出し、土壌の強酸性化を引き起こす地層。土壌の強

酸性化を防止するためには空気に触れないように覆う必要がある。 
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使用され、2 回目にパイライトを覆い隠す対策が行われている。また、掘削時には酸

性水が出た場合でも石灰の必要量を推測するなど酸性水の生成について細心の注意を

払い、農民に対しては、酸性化に対する対処方法に関する研修の実施（酸性に強い品

種の導入、排水方法、肥料や石灰の利用など）やガイドラインの作成を行っていた。 

しかしながら、デモ農家に対する受益者調査によると、54％の農家（22 農家）がエ

ンバンクメントの造成後、酸性水の影響で、最長 3 年間、稲の生育不良、魚の死亡な

どの被害が出たとしている（表 10）。被害が出たデモ農家の話によると、エンバンク

メント造成後、1 年目壊滅的な被害（農作物への被害が 100％に及んだ）が発生したが、

2年目は 70％、3年目には 30％と被害は減少し、その後は回復することが確認された。

このような被害が発生した理由として、プロジェクトでは、バックホーによる掘り込

み作業のモニタリングが十分にできず、パイライトの露出を防ぐための限界深度

（1.2m）を超えた掘り込みが行われ、予想より強い酸性水が生成されてしまったこと、

また、プロジェクト活動は農民に対する集団研

修にとどまり、農家ごとの個別対策は取られな

かったことが考えられる。現地調査では深刻な

人的被害は見受けられなかったが、被害を最小

限に抑えるためにも上述の対策のみならず、本

プロジェクト形成時における環境影響リスクの

評価、環境モニタリングの計画・実施、及び被

害が出た場合の対応策の十分な検討が必要であ

ったと考えられる。 

 

以上、有効性・インパクトをまとめると、以下の 2 点がプロジェクトの負のインパ

クトとして存在するが、どちらも限定的であるか、または受益者にプラスにとらえら

れている。1) メラルーカ加工技術のインパクトは限定的であるが、試験的取り組みに

過ぎない。2) 酸性水による農業活動への被害が生じているが、農地が数年で回復し、

農民は正当化されている。他方、1) エンバンクメントによるメラルーカ植林は、森林

火災後荒廃地となった土壌を改良し、高い収益をもたらす持続的な土地利用に転換し、

上位目標の面積を大きく達成しその後着実に拡大していること、2) デモ農家におけ

る生計向上活動が大きなインパクトを示していること、また 3) 森林火災対策も有効

に活用されていることから、本プロジェクトの有効性・インパクトは高いと判断され

る。 

 

表 10 デモ農家に対する酸性水の

被害状況 

分類 農家数 ％ 
酸性水の被害あり 19 54 
酸性水の被害なし 14 40 
わからない 2 6 
合計 35 100 
出所：事後評価時に実施した、デモ農家

40 世帯からの聞き取り調査結果。 
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3.3 効率性（レーティング：②） 

3.3.1 投入 

 

投入要素 計画 実績（完了時） 
(1) 専門家派遣 短期 5 名＋必要人数（19 人月

（コンサルタントの当初計画）） 
参加型森林管理専門家、森林土

壌／計画分析、木材用途開発、

森林火災予防、アグロフオレストリ

ー／農業、その他必要な分野 

短期 9 名（延べ 33 人月（契約変更

後）） 
参加型森林管理、森林土壌 /計画

分析、マーケッティング、木材用途

開発、森林火災、アグロフォレストリ

ー/農業、業務調整 

(2) 研修員受入 主な研修分野 
記載なし。 

主な研修分野 
植林計画、運営管理、技術、木材

利用・加工技術 
(3) 第 3 国研修 なし なし 
(4) 機材供与 主な投入機材 

造林・アグロフオレストリー用機

材、森林火災予防用資機材、木

材加工用機材 

主な投入機材 
土壌調査器具  GPS、衛星画像デ

ータ、バックホー、バックホー用台

船、スピードボート、トラクター、ブル

ドーザなど 
合計 7,151 万円 

現地業務費 記載なし 苗木生産費、デモ農家建設費の一

部など 

合計 5,690 万円 
協力金額合計 合計 200 百万円 合計 257 百万円 
相手国政府 
投入額 

金額は不明 DARD 256 万円 
ウミン 1 林業水産公社 1,733 万円 43 
合計 1,989 万円 

出所：JICA 提供資料 

 

3.3.1.1 投入要素 

専門家の派遣、機材とも、ほぼ計画通りであった。研修員の受け入れについては、

植林計画、運営管理、技術、木材利用・加工技術をテーマにしており、妥当であっ

た。 

 

3.3.1.2 協力金額 

本プロジェクトの協力金額は 257 百万円で、計画を上回った（計画比 129％）。先

行の技術協力支援 44のプロジェクトサイトとの土壌条件の違いにより新規技術開発の

必要であったこと、及び新たなカウンターパートへの技術移転が必要であったことか

ら、専門家の派遣期間は当初予定の 19 人月（MM）から 33 人月（MM）に増加した。

                                                        
43 全体額（1,733 万円）の 68％がウミン 1 林業水産公社の負担によるデモ農家の建設費用であり、

この金額には苗木生産費の一部、デモ農家の負担を含む。 
44 メコンデルタ酸性硫酸塩土壌造林技術開発計画 



21 

機材についても同様に、土壌条件の違いにより先行の技術協力支援で使用した機材を

利用できなかったため新規購入が必要になり金額が増加した。これらの点を考慮する

と、事業費の増加は妥当と判断されるものの、結果的に協力金額（実績）は計画値を

30％程度上回ることになった。 

 

3.3.1.3 協力期間 

本プロジェクトの協力期間は、計画どおり 3 年間であった。専門家の人的総投入量

が増加したものの、毎年の投入量（投入密度）を高めることにより、延長なしで協力

期間内に収まった。機材の導入時期の遅れ、及び機材使用のための研修の遅れがあり、

メラルーカの植林時期が、計画の 2004 年度から 2005 年度に変更されたが全体の計画

には大きな遅れはなかった。 

 

以上より、本プロジェクトの協力期間は計画内に収まったものの、協力金額が計画

を上回ったため、効率性は中程度である。 

 

3.4 持続性（レーティング：②） 

3.4.1 政策制度面 

カマウ省の森林保全開発計画 45によると、2020年までに 56,000haの産業造林地を整

備することを目標としているが、DARD はメラルーカ、アカシアの 2 樹種について面

積比にてそれぞれ 50％の植林を実施する政策を打ち出している。アカシアはメラル

ーカよりも冠水・酸性水に弱いため、その植林においては、エンバンクメントを高く

また溝も深くする必要があることから、メラルーカと比較すると投資額がかさむこと

になる。このため、アカシア造林が、既存のメラルーカのエンバンクメント植林地に

取って代わる可能性は小さいと判断する。また、ウミンハ森林会社の 2013 年計画に

おいても、メラルーカの植林は引き続き実施され、その面積は全体の約 50％を占め

ていることから、メラルーカの植林の政策的重要性は事後評価時点においても変わら

ない。 

カマウ省人民委員会 46（PPC）は、2009 年 2 月、メラルーカ森林地域の住民の居住

と生産の再編成計画 47を承認し、2013 年 4 月その土地利用計画（縮尺 1/2000）を承認

した 48。この計画によると、対象農家（950 世帯）には、居住地、住い、及び農地が

与えられ、道路、学校、保健所、下水道などの基礎インフラが整備されることになっ

ている。この計画が実現すると、対象農家では林地と農地が隣接しなくなるため、本

事業によりデモ農家で実証した農林業複合型モデル（1 農家で農林業両方を経営）は

適用されない可能性が考えられる。一方、対象とならない農家（約 2000 世帯）には、
                                                        
45 PPC 決議 1200 号（2012 年） 
46 住民により選出された人民評議会により任命された省レベルの最高行政機関。 
47 PPC 決議 227 号（2009 年） 
48 PPC 決議 475 号（2013 年） 
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移住しないため林地と農地が一体になっており、本事業で導入された農林業複合型モ

デルが包括的に適用されることになる。 

また、当時の林業水産公社はコミューン人民委員会（CPC）の保証のもとで、1990

年に移住してきたデモ農家の農民との間で、15 年間の森林保全契約を締結したが、

2005 年に失効して以来、その契約は更改されておらず、本プロジェクトのデモ農家

の成果は契約の自動延長に基づいている 49。 

よって、農家単位での農林複合モデルの普及、及びそれを支える農家の森林の保全

契約に不透明な面があり、政策制度面の持続性に一部課題がある。 

 

3.4.2 カウンターパートの体制 

ウミンハ森林会社は、本事業が対象としたエンバンクメントによるメラルーカ植林、

保育管理、森林火災対策の実施機関であり、森林会社管理地に住む農民は、森林会社

収益事業により直接・間接的に生計向上の支援を受けている。ウミンハ森林会社は、

2004 年に始まった政府の機構改革により、プロジェクト開始時には林業水産公社で

あったが、2007 年に 5 公社が 1 社に統合された独立採算性の国有企業になり、さらに

2010 年に一名有限責任会社 50（One Member Limited）に改組されている。従業員数は、

2010 年合併時の 143 名から 2013 年現在 79 名に 55％縮小されており、合理化が進んで

いる。農業農村開発省森林局によると、森林会社は今後、民間企業の投資が可能であ

るジョイントストックカンパニー（株式会社）51になると考えられている。この場合、

PPC は 70％の資本を有し、民間には 30％しか割り当てられないため、PPC の政治的

支援を受けながらも民間の持つ資金力、技術、マーケットなどが加わり、森林会社は

組織的に強化される可能性が高い。事後評価時点で、森林会社の収益が近年倍増して

いること、メラルーカ植林が民間の投資により拡大していること、収益性の高いメラ

ルーカ植林に興味のある民間会社が複数存在していることなどもあり、今後、メラル

ーカ植林並びに森林会社への民間の投資が増加していくことが予測される。 

DARD の農水産業普及センターは、ウミン DPC（3 名）、CPC（各コミューンに 1

名ずつ合計 8 名）の普及員を通じて普及活動を行っている。 

VAFS 南部支所は公的機関であり、本プロジェクトの維持管理に特別の予算は配分

されていないが、カマウに事務所を構えており、要請があれば農民に対し、技術支援

を継続して実施する体制がある。 

このように、ウミンハ森林会社は PPC による強い政策的支援のもとエンバンクメ

ント造林を開始し、今後エンバンクメント植林に興味を持つ民間の投資により、資金

力、技術、そしてマーケット面で体制が強化されると考えられること、また他実施機

                                                        
49 森林保全が問題なく実施されていればそのまま延長する条文が森林保全契約に含まれている。 
50 1 名有限責任会社は、法人又は個人が単独で所有する会社であり、ウミンハ森林会社の場合、カ

マウ省 PPC により所有されている。カマウ省 PPC がその定款資本の限度において、同社の全ての

負債、その他の債務につき責任を負うことになる。 
51 株主によって所有される会社の形態。政府機関と民間の共同所有が可能になる。 
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関においても十分な維持管理体制が存在することから、実施機関の体制に問題はな

い。 

 

3.4.3 カウンターパートの技術 

ウミンハ森林会社は、本プロジェクトで導入されたエンバンクメント造成によるメ

ラルーカ植林に関する十分な技術を持ち、単体で植林事業を拡大することが可能であ

る。また、森林会社は、本プロジェクトで作成されたマニュアルを使用、その技術を

利用して、森林火災対策を実施している。さらに、DARD の農水産業普及センターは、

本プロジェクトのアグロフォレストリーモデルのマニュアルを使用して普及活動を行

っている。 

しかしながら、エンバンクメント造成により発生する酸性水の処理について、灌漑

設備の設置により雨季に海への排水を改善しているものの、周辺農家に対する処理は

行われていない。DARD 灌漑支局が運河の水位のモニタリングを行っているが、酸性

度のモニタリング 52は行われていない。 

よって、技術面では、酸性水モニタリング及びその処理に一部課題があると判断さ

れる。 

 

3.4.4 カウンターパートの財務 

本プロジェクトの財務面の持続性は、ウミンハ森林会社の財務基盤にかかっている。

ウミンハ森林会社は、2007 年に独立採算性を導入し、それ以降は政府からの補助金

は受けていない。 

ウミンハ森林会社の売り上げは 2013年現在年間約 668億ドンである。エンバンクメ

ントによるメラルーカの植林は収益性が高く、その伐採が売り上げの 90％を占めて

いる。2011年から 3 年間の財務状況を見ると売り上げ、利益とも倍増しており、財務

面は安定している（表 11）。また、ウミンハ森林会社は、2007 年に林業水産公社から

引き継いだ負債をすでに完済し、事後評価時現在、メラルーカの植林に年 140 億ドン、

森林火災対策は年 25 億ドンの予算を充当している。さらに、今後ジョイントストッ

クカンパニーに改組し、民間の投資を受けることが可能になる。エンバンクメントに

よるメラルーカの植林は民間の投資により拡大していることから、ウミンハ森林会社

には民間投資が行われ、財務体質は強化されると考えられる。 

エンバンクメントによるメラルーカの植林は収益性が高いこと、ウミンハ森林会社

は、負債をすでに完済しており、売上・利益ともに近年伸びていること、今後、同社

は民間の投資を受け財務的に強化される可能性が高いことなどから、財務状況に問題

はない。 

 

                                                        
52 本プロジェクトでは、エンバンクメントによる酸性化防止のためのモニタリング連絡会議を関

係者間で結成することを試みたが、その継続は事後評価時点において見られない。 
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表 11 ウミンハ森林会社の財務状況 
単位：百万ドン 

  
出所：ウミンハ森林会社 

 

以上より、ウミンハ森林会社は統合・有限会社化、自由化により体制、財務面で強

化されているものの、農家レベルにおける農林地一体型開発からの政策転換ならびに

農民の持つ森林保全契約の更改不履行などの政策課題、さらにエンバンクメント造成

による水の酸性化の技術面での課題があることから、本プロジェクトによって発現し

た効果の持続性には一部課題があると判断される。 

 

4. 結論及び教訓・提言 

4.1 結論 

本プロジェクトは、大規模な森林火災により表土が固まった酸性硫酸塩土壌におい

て、過去の技術協力プロジェクトの経験に基づき、収益性の高い、エンバンクメント

によるメラルーカの植林技術を開発し普及していくことを目的としたものである。開

発政策及び開発ニーズとの整合性は高いが、プロジェクト形成時における酸性硫酸塩

土壌の環境リスクの検討が不十分であったと考えられ、妥当性には一部課題があった

と判断される。 

メラルーカ加工技術のインパクトは限定的であるものの、エンバンクメントによる

メラルーカ植林は普及・拡大するとともに、現場で試験的に実施したデモンストレー

ション農家における生計向上活動がこれら農家の所得に大きなインパクトを示し、ま

た、森林火災対策も有効に活用されていることから、本プロジェクトの有効性・イン

パクトは高いと判断される。本プロジェクトの協力期間は 3 年の計画内に収まった。

ただ、人的投入量の増加、及び計画時に活用を予定していた機材不備による追加投入

が発生した結果、事業費が計画額を上回ったため、効率性は中程度である。カウンタ

ーパートであった林業水産公社は、カマウ省 DARD の政治的支援を受けつつ、統

合・自由化により森林会社となり、体制、財務面で強化されている。しかし、管理地

内に住む入植農民に対する政策課題、及び、発生する酸性水の処理に関する技術面の

課題があるため、発現した効果の持続性には一部課題があると判断される。 

以上より、本プロジェクトは一部課題があると評価される。 

 

年 2011 2012 2013

売上 32,072                      51,669                      66,820                      

費用 28,937                      48,994                      60,851                      

利益 3,135                        2,675                        5,969                        
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4.2 提言 

4.2.1 実施機関への提言 

(1) エンバンクメント造成による酸性水の生成の軽減、及び継続的な水質モニタリ

ングの実施 53 

本プロジェクトで実施された酸性硫酸塩土壌におけるエンバンクメントや L 字型水

路の造成を含む新しい植栽技術は、造成後、硫酸塩の暴露がみられ、農業への悪影響

が指摘されており、強酸性水の発生による農業生産への悪影響のリスクには十分な対

応が行われているとは言い難い。ウミンハ森林会社によるエンバンクメント造成はす

でに 4,229ha に達しており、周辺の農業、及び生態系に悪影響を与えている可能性は

否定できない。DARD は、酸性水の影響を最小限にするために以下の措置をとること

が望ましい。 

 パイライトの暴露を最小限に抑えるようなエンバンクメント造成のガイドライ

ンの制定と森林会社に対するガイドラインの順守の徹底 

 森林会社による、掘り込み・パイライト層の深さなどの土壌データ、現状の水

質データと継続的な水質モニタリングの実施計画を含めたエンバンクメント造

成計画の作成の義務付け 

 酸性水発生の強さを一定以下に抑えるため、エンバンクメント造成面積 1 か所

当たりの上限の導入 

 関係機関 54との間で水質モニタリング調整委員会を設立し、委員会を通した水

質検査の実施、技術情報の回覧と公表、及び問題発生時における必要な措置に

関する調整 

 

(2) ウミンハ森林会社管理地内居住のデモ農家に対する森林保全契約の延長 

森林管理地内に居住するデモ農家は、元林業水産公社と森林保全契約を結んで

1990 年代初頭に入植してきた人々であり、その土地の 70％で森林を開発保全し、残

りの 30％の土地で農業を営むことが許可される森林保全契約を結んでいる。しかし、

この森林保全契約は 2005 年にすでに失効しており、問題がなければ自動延長される

ことになっているものの、その後更改されていないためモデル農家の土地使用権が不

安定な状態であり、本プロジェクトのデモ農家で実施されたモデルの存続が危ぶまれ

る。デモ農家の存続、及び本プロジェクトで確立された技術の普及のためにウミンハ

森林会社による管理地内の居住農家に対する森林保全契約が延長されることが望まし

い。 

 

                                                        
53 2006 年 5 月 24 日～26 日実施された環境モニタリングに関するワークショップと、JICA 専門家

からの提言に基づく。 
54 PPC 及び郡人民委員会（DPC）、天然資源環境局、科学技術局、など。 
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(3) デモ農家により実証された農林地一体型のモデルの活用 

本プロジェクトで支援されたデモ農家では、エンバンクメントによるメラルーカ植

林、L 字型水路及び土盛りによる堤の設置、水路と堤を活用した米生産技術、野菜・

果物生産、家畜生産・養豚、及び土壌改良技術などの技術研修が実施され、大きな生

計向上効果が確認されている。メラルーカ森林地域の住民の居住と生産の再編成計画

による農地と林地の分離が今後進むと考えられるが、酸性水の発生濃度を考えると、

エンバンクメントによる植林を一カ所に集中するには限界があり、環境への負の影響

が懸念される。よって、DARD は、普及センターを通じて、デモ農家で確立された技

術を他農家において十分に活用することで、酸性水の発生を最小限に抑えた農林地一

体型のモデルを適用していくことが望まれる。 

 
(4) 森林会社管理地内居住農家に対する酸性水対策としての L 字型水路建設支援 

本プロジェクトは、L 字型水路建設により、酸性硫酸塩土壌条件下に住む農家が農

業用水を適切に管理できれば、農業生産を増加させることができることを実証した。

しかしながら、同地域に居住する一般農家の中には、資金不足のために L 字型水路を

持たず、酸性水の影響により農業生産が低迷しているものが多く存在する。したがっ

て、本プロジェクトの成果の普及のために、DARD 及び森林会社は、森林会社管理地

内に居住する一般農家及び再編成計画により移住する農家に対して、L 字型水路建設

のための経済支援を行うことが望ましい。 

 

4.2.2 JICA への提言 

本プロジェクトでは、デモ農家の中の先進農家により、酸性硫酸塩土壌における排

水と灌漑による用水管理・地下水位の制御、酸性化を考慮した施肥や土壌改良等の複

雑な技術経験が蓄積し、また、農業普及クラブによる普及センターからの支援情報の

連絡、並びに会員間で裕福な会員から資金に困る会員に融資を行うなど相互補助活動

が実現している。これらのプロジェクト成果は、同地域に居住する農民が切望するも

のであるが、現行の普及活動は、周辺農民への小規模な自主活動に限られている。 

JICA は、本プロジェクトにより培われた技術・組織化の成立条件を解明し、農民

から農民による周辺への普及支援を行うとともに、他地域に応用することを検討する

ことが望ましい。 

 

4.3 教訓 

(1) 森林案件発掘における林業開発に係る環境配慮ガイドラインの活用 

本プロジェクトで実施した酸性硫酸塩土壌におけるエンバンクメント造成は、露出

した硫酸塩が酸素に触れると硫酸を発生するため環境に負の影響を与えるリスクがあ

ったものの、本プロジェクト形成時には、予備的スクリーニングによる環境影響の評

価、環境影響のリスクの検討と環境モニタリングの実施などの対応策の活動計画への
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反映などこれに対応する適切な措置が採られてこなかった。1994 年に作成された林

業開発に係る環境配慮ガイドラインでは、プロジェクト概要表及び同立地環境表の作

成方法、予備的スクリーニング及びスコーピングの実施方法など、森林案件発掘にお

ける環境配慮のための手法、評価の方法について具体例を示しながら詳しく解説して

いる。同ガイドラインをレビューし、森林案件発掘におけるスクリーニングなど現行

JICA 環境社会配慮ガイドラインの補完的な活用方法の検討が望まれる。 

 

(2) プロジェクト計画時における農家の土地利用権の確認 

本プロジェクトは、デモ農家に対し土地造成や研修を組み合わせて提供し、大きな

生計向上効果をもたらしたが、農家の使用する農林地に対する土地利用権が明確でな

いため、その政策的な持続性が課題として残されている。特定の農家の生計向上を目

的に、デモンストレーション効果を意図して土地の造成を含む方策をその農地内で実

施する場合、プロジェクト計画時に農民に与えられた土地利用権の状況を十分に確認

することが重要である。仮に、土地利用権の内容が不明確な場合は、明確にするため

の活動をプロジェクト活動の中に取り入れることにより、持続性を高めることが可能

となる。 
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